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１ 果樹農業の振興に関する方針 

本県の果樹生産は、令和元年の農業産出額が約71億円で、農業全体の11.8％を占めてお

り、野菜に次ぐ主要な品目となっている。産地としては、県西地域を中心に栽培されているうん

しゅうみかん等のかんきつ類、うめやキウイフルーツ等の落葉果樹と、県東部を中心に栽培さ

れているぶどうやなし等の落葉果樹に大別される。ぶどうやなし等は、古くから直売や宅配な

どにより都市農業の利点を生かして、地産地消が取り組まれている。 

県では、平成29年３月に「かながわ農業活性化指針」を改定し、「農業の活性化による地産

地消の推進」を基本目標に、目標達成のための施策の方向として「県民ニーズに応じた農畜

産物の生産と利用の促進」、「安定的な農業生産と次世代への継承」及び「環境と共存する農

業」の3つを位置付け、地産地消を「地産」と「地消」に分け、それぞれを施策の方向とすること

で、地産地消を力強く推進している。 

しかしながら、農林業センサスによると、平成27年から令和２年までの５年間で、販売目的で

果樹を栽培する経営体数は28.4％、栽培面積は22.1％とそれぞれ減少している。また、昭和

40年代から50年代にかけて植栽された果樹の高樹齢化、さらに近年は、気候変動の影響によ

る品質・収量の低下や、台風をはじめとした気象災害も激甚化している。 

このような状況の中、国は令和２年４月に新たな「果樹農業振興基本方針」を策定・公表し、

果樹農業の持続性を高めながら、成長産業化を図るため、供給過剰基調に対応した生産抑

制的な施策から、低下した供給力を回復し、生産基盤を強化するための施策へと転換すること

を基本的考えてとしている。 

こうした国の基本的考え方やその施策の方向を踏まえつつ、将来に渡って県民に地元の新

鮮で安全・安心な果実を供給する地産地消を基本に、産地の維持・発展と生産者の所得向上

を図る生産基盤の強化や、県民の多様なニーズに応じた県内産果実の利用・消費拡大など、

本県の実情に合わせた果樹振興を図っていくため、「神奈川県果樹農業振興計画」を改定し、

本県の果樹農業を推進する。 

 

（１）基本的な考え方 

ア 生産基盤強化に向けた対策推進 

 産地の収益力の強化と生産者の経営安定化については、県民ニーズに応じた優良品目・品

種への転換を図り、高樹齢園の改植による生産性の回復を促進する。促進にあたっては、果

樹経営支援対策事業や未収益期間支援事業を活用し、生産者の経費負担を軽減する。 

労働生産性の向上については、県で開発した樹体ジョイント仕立て法や低樹高整枝法など

省力樹形の導入による作業の省力化や早期成園化、スマート農業技術による効率的な栽培

管理体系の導入を進める。 

担い手の育成・確保については、かながわ農業アカデミーで就農希望者を対象に実践的な

研修教育を行うとともに、市町村など関係機関と連携した就農支援のワンストップサービスによ

り、企業等を含めた新規参入を支援する。また、就農後は新規就農者の定着、中小・家族経

営体の経営改善、雇用の受け皿となる農業経営体の育成等を支援する。さらには、オレンジホ
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ームファーマー制度などを活用し、県民による果樹農業への関わりと耕作放棄地の解消を推

進する。 

食の安全・安心の確保等については、生産者自らが農作業工程を記録・点検するGAPの取

組み、環境と共存する農業の実現については、天敵の利用や黄色LEDの設置等の防除技術

の導入を促進する。 

６次産業化への取組みについては、６次産業化人材育成研修の実施や神奈川県６次産業

化サポートセンターにより、商品開発、販路拡大、サービスの提供等を支援する。 

経営に大きな影響を及ぼす台風など自然災害に対しては、施設・設備の強靭化など予防的

な措置と、農業共済制度や収入保険制度などセーフティーネットへの加入を促進する。また、

地球温暖化による夏期の高温対策については、生産安定に向けた適応策の技術普及や品種

転換などを支援する。 

鳥獣被害対策については、鳥獣の隠れ家となる藪の刈り払い、鳥獣のエサとなる放棄果樹

の除去などの集落環境整備や鳥獣の侵入を防ぐ防護柵の設置などを支援する。 

 

イ 流通・消費面での対策推進 

うんしゅうみかんやキウイフルーツ等の市場流通、なしやぶどう等の直売・宅配に加え、飲食

店や量販店などの実需者の多様なニーズに応じ、レモンなど市場流通量の少ない品目などを

生産し、生産者、ＪＡ、実需者が連携して販売や加工に取り組むことにより、果樹農業の新たな

展開を推進する。 

県内産果実の利用・消費拡大については、組織的な生産体制に基づき、品質、生産量並

びに供給体制の向上と安定に取り組んでいる品目の「かながわブランド」への登録を促進す

る。また、情報の発信を行うアンテナショップサイト「かなさんの畑」等を通じて、県内産果実を

積極的に取り扱う販売店や飲食店の紹介、料理レシピなどの情報発信を強化し、果樹農業、

県内産果実の理解促進についても併せて図る。 

さらには、新型コロナウイルス感染症対策として定着しつつあるインターネット販売による有

利販売、販路拡大の取組みのほか、収穫体験や栽培体験を取り入れた経営の多角化を支援

する。 

 

（２） 目標年度  令和12年度 
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（３） 果樹生産の技術課題等に対応した品目別取組方向 

   （「現状と課題」の番号と「取組方向」の番号は、対応しています。） 

ア うんしゅうみかん 

現状と課題 取組方向 

(1) 普通うんしゅうは、全国的に生産量が多

く、隔年結果により、収穫量・価格は不安

定である。近年の秋期の高温多雨によ

り、高糖系うんしゅうの「大津四号」「青島

温州」は、糖度や酸度が低下傾向で、加

えて浮皮の発生も見られる。このような状

況により、長期貯蔵が難しくなっている。

一方、早生うんしゅうには、品質が良好な

品種があり、市場単価が上昇傾向にあ

る。 

(2) 土壌面の被覆処理などにより高糖度処

理した果実は、「特選みかん」として差別

化し、年内販売で好評を得ている。また、

他県産地では、消費者の健康志向が高

まる中、機能性表示食品に届け出し、消

費拡大に取り組んでいる。 

(3) 担い手の高齢化が一段と進んでおり、

一部の地域で、耕作放棄されている園地

が見られる。 

 

 

 

 

(4) 県西地域及び湘南地域では、消費者

からのニーズはあるものの、観光もぎとり

園及びオーナー制度の新たな取組みは

見られない。しかし、都市部では、観光も

ぎとり園が盛況で、新たに開園する事例

がある。 

(5) 優良品種や他品目への転換等に向け

た改植等に対する支援措置（果樹経営

支援対策事業）が講じられているが、産

地規模での活用には、至っていない。 

(1) 普通うんしゅうの「大津四号」「青島温州」

は、収穫期の前進と、浮皮軽減技術等の

導入を支援する。また、「大津四号」「青島

温州」から食味や品質に優れた品種への

転換や、市場単価の高い早生うんしゅうの

導入を支援する。 

 

 

 

 

(2) 「特選みかん」の生産拡大を支援する。ま

た、機能性表示食品の届出に必要な成分

分析結果の情報提供など、届出に必要な

取組みを支援する。 

 

 

(3) 規模拡大を目指す担い手への園地集積

を促進する。また、かながわ農業アカデミ

ーと市町村、農業団体との連携により、新

規参入者や企業等の農業参入を支援す

るとともに、オレンジホームファーマー制度

などを活用し、県民による果樹農業への関

わりと、耕作放棄地の解消を推進する。 

(4) 観光もぎとり園及びオーナー制度の新

規導入を志向する農業者には、導入のメリ

ットや注意点を周知し、適切な栽培管理技

術を指導する。新規開園者には、観光農

業に適した品種構成及び栽培技術の習得

を支援する。 

(5) 支援措置を活用した改植等の成功事例

を示すことで、他産地での優良品種等へ

の転換を促進する。 
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イ その他かんきつ（「湘南ゴールド」、「不知火」、「はるみ」等） 

現状と課題 取組方向 

(1) 「湘南ゴールド」は、隔年結果により収

穫量は変動するが、直近ではＪＡ集荷量

で約200tを確保した。生果、加工ともに

需要が高い状況が続いている。秀品率

の向上を目指した摘果や連年着果させ

る整枝・せん定技術の普及に取り組んで

いる。しかし一方で、病虫害や寒害によ

る品質の低下等の課題がある。 

(2) 「不知火」「はるみ」等の高糖度の中晩

柑品種は、個人直売所、大型直売所で

の販売が定着している。隔年結果と樹勢

低下が課題であり、これに対応した生産

技術の普及に取り組んでいる。 

(3) レモンは、県西地域の一部で古くから

生産されており、ニーズに応じて農薬使

用を制限するなどの工夫を講じ、生協等

へ出荷している。近年、国産レモンの需

要が高まり、県西地域を挙げて、新たに

ブランド化に向けた取組みが始まってい

る。園地によっては、寒害やかいよう病等

が発生し、生産に支障をきたしている。 

(4) 高齢化のため、傾斜地は管理できてい

ない園地が多い。これまでに園内道の整

備が行われず、その後も経済的に厳しい

状況のため、園地整備は進んでいない。 

(5) サル、鳥、イノシシ等の鳥獣被害が増

加している。生産安定のため、鳥獣被害

の対策が必要である。 

(1) 引き続き秀品率の向上と連年着果を目

指した栽培管理技術を支援する。また、か

いよう病やミカンハモグリガの防除、さび果

を軽減する外なり果の摘果の徹底を指導

する。さらに、多様な業種から加工原料の

ニーズは高いことから、加工仕向け果実は

寒害を受ける前の早期収穫を指導する。 

 

(2) 隔年結果と樹勢低下の軽減対策として、

樹冠上部摘果法の導入を、引き続き指導

する。 

 

 

(3) 栽培適地を選定し、地域を限定しなが

ら、新規作目としての導入を支援する。さ

らに、県内産レモンに対する実需者ニーズ

が高いことから、「湘南ゴールド」に続く有

望品目として、生食用だけでなく、加工仕

向け果実の流通も促進する。 

 

 

(4) 支援措置を活用し、改植に伴う園地の環

境整備を行うとともに、省力化に向けた園

内道整備を促進する。 

 

(5) 藪の刈り払いや放棄果樹の除去など

の集落環境整備や防護柵の設置などの

防護対策、わな設置等による個体数調整

を支援する。 
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ウ ぶどう 

現状と課題 取組方向 

(1) 直売や宅配等により、販売は安定して

いる。近年の消費者ニーズにあわせた無

核(種子なし)栽培技術が確立され、全県

的な普及・定着が進んでいる。 

(2) 省力化技術として、樹形が単純で作業

性の良い平行整枝短梢せん定と改良型

平行整枝技術が普及している。また、品

質向上、労力・販売期間の分散のため、

簡易な雨除け等の施設栽培が増加して

いる。 

(3) 黒系、赤系品種は、夏期高温により着

色遅延が発生しやすく、着色を待てば脱

粒により減収となる。特に、赤系品種は

着色遅延しやすい。 

(4) 「シャインマスカット」は、高糖度低酸

で、無核化技術により種なしなため、消

費者に人気が高い。各地で導入が進ん

でいるが、収益性を追求しすぎる傾向か

ら着房過多や大房になり、品質が低下す

る事例も見られる。 

(1) 消費者ニーズに対応した新品種の導入

と栽培技術を支援する。 

 

 

(2) 平行整枝短梢せん定等による省力化技

術と適正着房等による品質向上技術を支

援する。また、雨除けハウス等の施設の導

入と品種の選定を引き続き支援する。 

 

 

(3) 適期に収穫するための適正な房の大き

さと着房数、適正葉面積（葉面積指数）の

厳守を指導するとともに、有効な対策を模

索し、情報提供を行う。 

(4) 適正な房の大きさと着房数、適正葉面積

（葉面積指数）の厳守による品質の向上を

指導する。 

  

エ なし 

現状と課題 取組方向 

(1) 直売や宅配等により安定した販売が行

われているが、高樹齢化が進み、生産性

の低下が懸念されている。今後、改植の

推進が急務であるが、収量確保までに一

定期間を要することなどから、面的な改

植の取組みは少ない。一方、県内で樹

体ジョイント仕立てや二本主枝仕立て

等、省力化を目的とした新しい整枝法に

取り組む事例が増えてきた。さらに、研究

中のジョイントV字仕立てを導入した生産

者もみられる。 

(1) 改植事業等の支援措置の周知と活用を

働きかけ、園地の若返りに向けた改植を促

進するとともに、樹体ジョイント仕立て等の

導入による早期成園化と省力化を支援す

る。整枝法は、園地の状況や導入者の栽

培方針にあった仕立て方を指導する。 
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(2) 直売経営で有利販売を進めるため、極

早生品種の導入が必要となっている。 

(3) 「豊水」は、みつ症の発生頻度が、年々

高まっている。要因として、７月の気温が

平年よりも低温等で推移し、更に土壌の

乾燥、多湿が繰り返されるなど、年間を

通して気象変動が大きいことが発生を助

長させている。このため、品質が劣化し、

収量が減少している。 

(4) 地域により、殺ダニ剤の散布回数が多

く、薬剤抵抗性が確認されるなど、十分

な防除効果が得られていないことから、

天敵製剤等を効果的に利用したハダニ

類の防除の取組みが始まっている。 

(2) 県育成品種「香麗」の積極的な導入と安

定して生産できる栽培技術を支援する。 

(3) みつ症に対しては、カルシウム剤散布や

肥培管理の徹底などの軽減策を指導す

る。経営安定化に向けて、「豊水」の前後

に収穫できる「幸水」や「あきづき」へ品種

更新を促進する。さらに、新たな有望品種

を模索し、適応性を検討する。 

 

(4) ハダニ類の天敵利用を基幹としたＩＰＭ

（総合的病害虫・雑草管理）の導入を支援

する。また、新たな防除法として、選択性

農薬の効果を補助する黄色LEDや、多目

的防災網の設置等を組み合わせた技術

導入を支援する。 

 

オ かき 

現状と課題 取組方向 

(1) 整枝の基本である低樹高栽培技術の

導入が進み、以前より樹高は低くなり、作

業の効率化が進んでいる。 

 

(2) 直売や宅配等が主体であるが、秋は多

くの果樹品目が収穫期に当たるため、相

対的に市場流通が供給過多になり、直

売の購買力に影響を及ぼしている。 

(3) 大果で食味食感の良い 「太秋」が新

たに導入されてきているが、従来品種の

「富有」と比べると結果数が少なく、基準

収量は確保できていない。 

(1) 低樹高整枝法による収穫労力の省力化

等を引き続き支援する。また、改植に合わ

せて平棚栽培や樹体ジョイント仕立て等、

省力化技術の導入を支援する。 

(2) 「富有」を主力品種としながら、早生品種

等の導入や他品目への更新を促進する。 

 

 

(3) 「太秋」は、大果かつ良食味の品種特性

を生かしたブランド化による高単価での販

売を促進する。また、収量確保に向けた施

肥管理技術を支援する。 

 

カ うめ 

現状と課題 取組方向 

(1) 県と生産者で育成した中粒品種「十郎

小町」は、県西地域を中心に生産・販売

されており、ＪＡへの出荷量は年々増加し

ている。 

(1) 地域ブランドである「十郎」とともに、「十

郎小町」の県内全域への普及を図り、産地

化を支援する。 
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(2) 低樹高化が進んできたが、生産者の高

齢化に伴い、一層の農作業の省力化が

必要となっている。 

(3) 春期の凍霜や低温などの影響により収

量が不安定であり、減収となる年がある。

特に、梅酒用の「白加賀」は収量が安定

しないことから、「白加賀」に替わる新品

種の導入が期待される。 

(4) 消費量の減少や豊作年の加工業者の

買いだめなどにより、価格が低迷してお

り、新たな需要を創出する必要がある。 

(2) 低樹高整枝法による収穫労力の省力化

等を引き続き支援する。 

 

(3) 「白加賀」に替わる県育成の新品種の導

入を促進する。 

 

 

 

(4) 新たな需要創出に向け、実需者と産地

が連携して取り組むウメピューレ等の加工

品の開発を支援する。 

 

キ キウイフルーツ 

現状と課題 取組方向 

(1) 近年、輸入業者のＰＲが功を奏し、消

費者に人気の高い品目となっている。市

場単価の向上と直売所の販売量が増加

している。また、なしやぶどうの生産者の

中には、栽培管理や防除に係る労力面

での負担が少ないことから、導入や転換

を検討する者もいる。 

(2) 県西地域は、貯蔵出荷産地として全国

的にもシェアが高い。高樹齢園が多くな

ってきているが、生産者が高齢なことに

加え、価格が向上しているため、改植が

進まない。県西地域以外では、直売用に

栽培が増加している。 

(3) 高齢化により園地の貸借が進み、条件

の良い園地は、既存生産者により活用さ

れている。一方で、市町村の協力を得て

農地の空き情報を検索しても、希望する

園地を確保できない新規参入者もみられ

る。 

(4) かいよう病Ｐｓａ３の国内発病により、全

国的に花粉の確保が重要である。 

(1) 有望な新規及び転換作物として、栽培

技術の習得を支援する。また、新品種を活

用した新たな特産品として、産地育成等に

ついても支援する。 

 

 

 

(2) 高樹齢園の改植啓発及び樹勢の維持 

に向けた栽培管理技術を指導する。 

 

 

 

 

(3) 園地の貸し手の掘り起こしを市町村や農

業団体に働きかけるとともに、新規参入希

望者等による園地利用を促進する。 

 

 

 

(4) 安全な輸入花粉が安定的に確保できる

よう、国に働きかける。 
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ク いちじく 

現状と課題 取組方向 

(1) 小規模栽培であっても収益性が高いた

め、県西地域では地域特産物として市場

出荷され、市場での評価も高い。しかし、

生産者の高齢化や果樹の高樹齢化によ

り生産者数が微減傾向である。また、都

市部では、経営を補完する作物として導

入されており、直売所や庭先で販売が行

われている。 

(2) 収穫に労力が係るため、１戸当たりの

面積拡大は困難である。日持ち性が悪

い等栽培・流通でのデメリットがあるが、

収益性が高いために生産意欲は維持さ

れている。 

(3) アザミウマ類や株枯病への対策が課題

となっている。 

(1) 産地の維持が必要な市場出荷型と、新

たな品種の導入などに取り組む直売型に

分けて、生産拡大を支援する。 

 

 

 

 

 

(2) 成園化までの年数が短く、収益性も高い

ことから、主に定年帰農者や新規参入者

等への導入を促進し、栽培管理技術を指

導する。 

 

(3) 着色向上対策を兼ねたシルバーマルチ

の一層の導入を指導する。株枯病は、抵

抗性台木の導入と灌水方法を組み合わせ

た総合的な防除方法を指導する。 

 

ケ ブルーベリー 

現状と課題 取組方向 

(1) 消費者から機能性成分が注目され、人

気のある果樹である。しかし、収穫に労

力がかかることから、経営は観光摘み取

り園が多い。摘み取り園であっても来園

者が収穫しない果実があり、直売でも販

売には限界があるため、加工品製造によ

る収穫ロスを低減する必要がある。 

(2) ラビットアイ系は、収量型として定着し

ている。ハイブッシュ系は、摘み取り主体

型としているが、一部品種では生育障害

や収量が安定しないなどの問題がある。 

 

(1) 都市農業の有利性を生かした観光摘み

取り園のほか、農産加工品の製造や販売

に対し、運営ノウハウや栽培・製造技術

等を支援する。 

 

 

 

(2) 温暖な地域で適応範囲の広い南部ハイ

ブッシュ系の導入、それ以外のハイブッシ

ュ系は、導入する際に品種の特性等を考

慮し、既存のラビットアイ系台木に接ぎ木

するなど、土壌適応性を高める技術を支

援する。 
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 (3) 土壌水分による生育差が大きく、成園

化への時間がかかるため、対策が必要で

ある。 

 (3) 土壌が乾燥しやすい園地では、灌水施

設の導入、湿気の多い園地では、排水対

策を実施した上で定植することや大苗育

苗を指導する。 

 

コ くり 

現状と課題 取組方向 

(1) 収益性が低いため、農地の保全管理と

して栽培されている。また、一部地域で

は、中生品種において販売のクレーム要

因となる果実の虫害に対して、温湯法を

実施している。全体に、生産量は減少し

ている。 
(2) 市場出荷型では、食品流通業者との長

期契約による販売を行っている。 

(1) 温湯法による収穫果実の虫害対策を実

施することで、販売果実のロス低減を進め

る。 

 

 

 

(2) 市場出荷型は、契約出荷を継続でき

るよう、安定供給するための栽培管理

技術を指導する。 
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２ 栽培面積その他果実の生産の目標 

平成27年から令和２年までの間に果樹の経営体数は28.4％減少していることから、令和12

年度の農業産出額は、更なる減少が予想される。令和元年度の農業産出額（71億円）を維持

することを目標として、令和12年度の目標栽培面積を、すう勢値の５％増とするとともに、品目

別に示した取組みを実施することにより、栽培面積当たりの生産数量（単収）の向上を図り、令

和12年度の目標生産数量を確保する。ただし、品目により生産状況等を考慮する。 

 

   区分 

 

果樹の種類 

生産数量（トン）注１ 栽培面積（ｈａ）注２ （参考）単収（ｋｇ/10a）注３ 

令和元年度 
令和12年度 

目標注４ 
令和元年度 

令和12年度 

目標注５ 
令和元年度 

令和12年度 

目標注６ 

うんしゅうみかん 14,500 14,000 1,170 1,000 1,239 1,400 

その他かんきつ 223 280 231 260 97 109 

ぶ ど う 672 650 85 72 791 903 

な し 4,280 3,700 235 180 1,821 2,056 

か き 1,940 1,７00 277 210 700 810 

う め 1,310 960 358 230 366 417 

キウイフルーツ 1,970 1,800 135 110 1,459 1,636 

い ち じ く  6 6 1 1 570 600 

ブルーベリー 55 55 12 12 458 458 

く り 334 330 442 410 76 80 

 

注１ 生産量については以下のデータを使用 

うんしゅうみかん、なし、うめ、くり・・・令和元年度果樹生産出荷統計 

ぶどう、かき、キウイフルーツ・・・平成26年度果樹生産出荷統計 

その他かんきつ・・・令和元年度出荷数量（湘南ゴールド、その他かんきつ） 

              （全農かながわ農産部提供） 

いちじく、ブルーベリー・・・平成30年度特産果樹生産動態調査 

注２ 栽培面積は以下のデータを使用 

    うんしゅうみかん、なし、うめ、くり、キウイフルーツ・・・令和元年度作物別作付調査 

    その他かんきつ、ぶどう、かき・・・平成28年度作物別作付調査 

    いちじく、ブルーベリー・・・平成30年度特産果樹生産動態調査 

注３ 単収は、栽培面積に未収穫園や生産性の低い高樹齢園等が含まれること、生産数量に気象や病害

虫被害などの影響を受け収量が少ない年があることから、近代的果樹経営における経営類型の単

収とは異なる 

注４ 令和12年度目標栽培面積×令和12年度単収 

注５ 令和12年度すう勢値×栽培面積増加率５％※ 

※ 国基本方針における令和12年度単収の平均増加率14％、令和12年度果実単価すう勢増加率

６％を前提に、令和元年度の農業産出額を維持するため、令和12年度栽培面積はすう勢値よ

り５％増加を目標値とする。 

注６ 令和元年度単収×国基本方針における令和12年度単収の平均増加率14% 
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３ その区域の自然的経済的条件に応ずる近代的な果樹園経営の指標 

（１） 栽培に適する自然的条件 

区分 

果樹の種類    品種 

年平均 

気温 

低温要求 

時間 

降水量 その他 

うんしゅう 

みかん 

大津四号 

青島温州 

15℃以上 

18℃以下 

   

その他 

かんきつ 

 16℃以上 

(ユズは13℃以

上) 

  「湘南ゴールド」は

12月から収穫時ま

で-2.5℃以下にな

らないこと 

レモンは収穫時ま

で-3℃以下になら

ないこと 

ぶ ど う 巨   峰 ７℃以上 500時間 

以上(巨峰) 

欧州種は 

1,200㎜以下 

 

な し 幸   水 ７℃以上 800時間 

以上（幸水） 

  

か き 富   有 13℃以上 800時間 

以上 

  

う め 白 加 賀 ７℃以上    

キウイフルーツ ヘイワード 12℃以上    

い ち じ く 桝井ドーフィン 15℃以上   耐寒性弱 

幼木-6℃程度 

ブルーベリー  

 

ラビットアイ系 

ハイブッシュ系 

15℃以上   土壌ｐH 

調整必要 

く り 出   雲 ７℃以上    
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島
3
0
％

※
4
　
品
種
構
成
は
不
知
火
1
0
%
、
清
見
2
5
%
、
そ
の
他
の
品
種
6
5
%

果
樹
の
種
類

指
標
作
成
の
経
営
類
型

う
ん
し
ゅ
う
み
か
ん

柑
橘
複
合

ハ
ウ
ス
み
か
ん

柑
橘
複
合

ハ
ウ
ス
湘
南
ゴ
ー
ル
ド

柑
橘
複
合

中
晩
柑
類

柑
橘
複
合

ぶ
ど
う

落
葉
果
樹
複
合
１

な
し

落
葉
果
樹
複
合
２

な
し
ジ
ョ
イ
ン
ト

落
葉
果
樹
複
合
１

か
き

落
葉
果
樹
複
合
２

う
め

柑
橘
＋
落
葉
果
樹
複
合

キ
ウ
イ
フ
ル
ー
ツ

柑
橘
＋
落
葉
果
樹
複
合

い
ち
じ
く

柑
橘
＋
落
葉
果
樹
複
合

ブ
ル
ー
ベ
リ
ー

ブ
ル
ー
ベ
リ
ー
観
光

イ
　
経
営
類
型

果
樹
の
種
類

作
付
面
積

(h
a)

柑
橘
＋
落
葉
果
樹
複
合

2
.2

5
1
7
,1

0
4
,3

2
1

6
,1

0
9
,8

3
8

4
,4

1
8

柑
橘
複
合

1
.8

1
7
,3

6
1
,1

4
0

6
,2

2
5
,7

4
0

4
,2

3
7

2
,2

4
7

落
葉
果
樹
複
合
２

0
.9

1
2
,6

0
5
,1

6
4

6
,8

8
4
,9

8
8

2
,6

8
8

ブ
ル
ー
ベ
リ
ー
観
光

落
葉
果
樹
複
合
１

0
.7

1
1
,3

8
7
,0

1
8

6
,1

9
2
,7

8
9
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４ 土地改良その他生産基盤の整備に関する事項 

本県の果樹園は、かんきつ類やキウイフルーツを中心として傾斜が15度以上と大きく、かつ、

細分化されており、農作業効率の非常に悪い地域に多く存在している。 

そこで、農作物の集出荷作業の省力化、流通の改善及び観光農業の振興等を図るため、

農道整備を推進する。 

また、小規模な土地基盤整備への支援を推進し、園内作業道整備や優良品種への改植、

土壌浸食を防止するための排水路等の整備、品質確保のためのかんがい施設の更新等によ

り、生産性の向上を図る。 

さらに、担い手の高齢化が進む中で、農地中間管理事業等を活用した園地の利用集積や

農作業の受委託を促進し、農業経営の効率化を推進する。 

 

５ 果実の集荷、貯蔵又は販売の共同化その他果実の流通の合理化に関する事項 

（１） 販路の拡大の支援 

多様な販売形態を促進するため、産地と実需者等が連携し、多様なニーズに応じた取組み

を促し、販路の拡大を支援する。 

また、県内産農林水産物の情報発信を行うサイト「かなさんの畑」や農業技術センターのホ

ームページ等のインターネット、産地のメールマガジン等により「食」の情報発信を行うとともに、

産地や生産者名、栽培履歴に加え、食べ頃や食べ方等についても掲載し、消費者に対して

「安全・安心」の観点からも、付加価値を提供することで、新たな販路やリピーターの確保に努

める。 

 

（２） 共販体制の充実強化 

共販は、湘南、県西地域のうんしゅうみかんやその他かんきつの一部、かき、うめ、キウイフ

ルーツ、いちじく、くりで行われているが、量的需要への対応や品質のバラツキが問題となって

いる。 

そこで、生産技術向上による果実の安定生産や品質格差の解消のため、樹上選別・個別選

果の徹底や一括貯蔵管理による計画的出荷等により、共販体制の強化を支援する。また、出

荷規格を見直すことで、選果作業の効率化・省力化を進める。さらに、流通コストの低減を図る

ため、選果施設の共同利用の検討等、県内産地間の連携により、取引情報と物流の合理化を

促進する。 

特に、県西地域については農協の広域化により、選果施設の再編整備が行われたが、令和

６年度の完成を目標としている広域農道整備事業による基幹農道の整備後、選果施設の更新

や広域農道を利用した集出荷等の輸送の効率化を図る。 
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（３） 地産地消の推進 

農協や個人の直売施設によって、地域内での流通販売が盛んに行われていることから、

加工品の販売や農家レストラン・カフェの展開などを含め、引き続き地産地消を推進する。 

また、県民に都市農業の理解を深めてもらうためにも、経営の一環として生産者と消費者

が直接ふれあうことができる観光もぎとり園やオーナー制果樹園の整備や運営について、活

用できる事業の紹介やノウハウの提供など必要な支援を行う。  

 

６ 果実の加工の合理化に関する事項 

（１） 加工原材料の安定確保 

近年、菓子やパン等の食品関係業者では、地場農産物を活用した商品開発のニーズが高

まっており、「湘南ゴールド」等のかんきつやぶどう等を原料とした商品化がみられる。 

このような食品関係業者は、長期保存が可能な一次加工品を要望している。そこで、一次

加工製造を行う生産者及び農業団体等に対して一次加工の工程管理手法を支援する。共販

体制が構築されているかんきつやうめ等は、食品関係業者との長期契約により、安定供給を

促進する。また、安定して地元産の果実を求める食品関係業者のニーズに対応する栽培技術

や選果方法を生産者及び農業団体に指導する。 

 

（２） 実需者との連携による新需要の創出 

国産果実加工品は、缶詰等輸入加工品と比較して供給量が少なく、価格差が拡大している。

一方で、高品質な加工品に対するニーズもあることから、こうした需要にも対応していくため、

果汁等を用いた菓子や飲料など本県ならではの商品を開発し、新たな需要の創出を促進する。 

さらに、県内産果実の消費拡大を図るため、果実の持ち味を生かして生産者が自ら、又は

食品関係業者と連携して新たな商品を開発する６次産業化を支援する。 

 

７ その他必要な事項 

（１） 広域濃密生産団地に関する基本的方針 

本県の果樹農業においては、都市化が進む中、面的なまとまりを持つ果樹生産団地の維

持は難しくなっているが、生産の維持増大、産地体制の強化を図るため、主力産地をエリア

設定し、広域濃密生産団地として位置付ける。 

栽培面積が多く、生産団地化されているうんしゅうみかん・その他かんきつ類２団地、うめ２

団地、キウイフルーツ１団地の計５団地を設定し、次のとおり総合的な生産流通対策を推進

する。 

ア 急傾斜地等、作業性の悪い園地のうち、特に栽培不適地については廃園も含め、他品

目・他作物への転換を進め、栽培適地については担い手への集積を進めるとともに、基幹

農道や連絡道、園内作業道等を整備し、運搬機等の機械化を推進する。 

イ 労力不足に対応した省力化技術の普及を進めるとともに、高樹齢園の改植や優良品種へ

の更新を計画的に行い生産基盤の強化を図る。 
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ウ 県民ニーズに対応した品種及び販売期間拡大を可能とする品種の導入を産地戦略のもと

に進めるとともに、品質の向上、均質化を図りブランド化を推進する。 

エ 生産者自らが農作業工程を記録・点検するGAPの取組みを支援し、安全・安心な果実の

提供を促進する。 

オ 堆肥の投入等による土づくりと土壌診断を活用した適正施肥に努め、化学的防除に過度

に依存しない環境保全型農業を推進する。 

カ 病害虫の効果的かつ省力的な防除を行うため、スピードスプレーヤの導入を推進する。 

キ 薬剤散布にあたってはドリフト防止ノズルの使用による飛散防止や周辺住民への事前周

知等により農薬による事故防止の徹底を図る。 

ク 果実品質に配慮した集出荷、貯蔵体制の再編整備を図るとともに、共販体制の強化により、

市場出荷、量販店との契約出荷等、多様な流通形態に対応できる体制作りを進める。直売

については、地域内完結型ではなく、大型直売センターの連携による県内各産地間の流通

体制を支援する。 

ケ 鳥獣被害については、かながわ鳥獣被害対策支援センターを中心に地域の取組みを支

援する。 

コ 気象災害等に対応するため、果樹共済や収入保険への加入を推進し、経営の安定化を

図る。 

 

（２） 広域濃密生産団地 

対象果樹の種類 団 地 名 市 町 村 名 

うんしゅうみかん 

その他かんきつ類 

足柄上地区 南足柄市、中井町、大井町、松田町、山北町、開成町 

西湘地区 小田原市、真鶴町、湯河原町 

う        め 

 

足柄上地区 南足柄市、中井町、大井町、松田町、山北町 

西湘地区 小田原市、真鶴町、湯河原町 

キウイフルーツ 

 

足柄上・ 

西湘地区 

南足柄市、中井町、大井町、松田町、山北町、小田原市、

真鶴町、湯河原町 

注）広域濃密生産団地とは、次に掲げる条件の全てを満たす自然的、経済的条件を同

じくする果樹生産地域のことをいい、その区域は１つの市町村区域に限らず、より

効率的な出荷単位により市場に出荷できるような地域の大きさを期待しているもの

である。 

 ①その地域において生産団地を形成する対象果樹の栽培面積が、かんきつ類は概ね

500ha以上、りんごは概ね300ha以上、その他の果樹は100ha以上であること。 

 ②対象果樹の園地の集団化が、合理的な生産及び集出荷活動を可能とする程度に達

していること。 

 ③対象果樹に係る果樹園経営の相当部分が、高度の生産性の水準に達していること。 

 ④対象果樹の品種構成が、合理的な生産出荷に適していること。 

 ⑤対象果樹の果実の集出荷施設が、その出荷規模に応じて合理的に配置されており、
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当該果実の相当部分が統一的な意思のもと計画的に出荷されていること。 

 ⑥対象果樹の果実の出荷規格の標準化が相当程度に進んでいること。 

             果樹農業振興特別措置法の解説 編者:果樹農業研究会 

昭和62年５月30日発行より 

 


